2008年2月1日

「教育再生会議」最終報告について(教文部長談話)

長野県高等学校教職員組合　教文部長　檀原毅也

教育再生会議は、1月31日、最終報告をとりまとめ、福田首相に提出しました。

昨今の教育改革の方向性はあまりにも時の政権および財界の意向と近すぎます。教育再生会議もまた任期中の改憲を唱えた安倍前首相と不即不離の関係にあったことはまぎれもない事実です。教育再生会議は現職総理の威を借りて、教育現場の切実な願いを無視した乱暴な提言を繰り返してきました。ある委員が求めたような「現場の教職員の胸にストンと落ちるような」提言はほとんどありませんでした。なぜなら、教育再生会議が安倍氏の基本姿勢、すなわち子どもたち、教職員への不信感をあらわにし、教育の役割を、もっぱら時の権力の意向に従順な人づくりに限定しようとする姿勢を無批判に受け入れていたからです。

参議院選挙など国民的な批判を浴びて安倍前首相は政権を投げ出すという前代未聞の無責任な行動をとりました。教育再生会議はこのときすみやかに解散すべきでした。今回の最終報告でいまだに徳育の教科化を主張していますが、悪い冗談としか思えません。

その上、最終報告は、教育再生会議がおこなってきた提言の「実効性を担保するため新たな会議を内閣に設けることが極めて重要」と述べ、後継会議の設置まで求めています。これを受けて福田首相は、｢提言の実現、フォローアップにとりくんでいく｣と述べ、後継会議を設置する意向を示したと報道されています。

これは、教育を死に至らしめるような教育再生会議の提言の実行度合いを、政府が日常的に点検、監視する機関を設置するものであり、国家が公然と教育に介入するという憲法違反そのもののふるまいです。後継会議は設置すべきではありません。

改悪教育基本法および改悪された教育関連３法のもとで、今後も教育のあり方を歪める「改革」が打ち出されることが予測されます。しかし教育といういとなみが現場で当事者間の人格的交流をともなって行われることは変えようがありません。教育現場の実態をふまえ、じっくりと議論をつみあげることからこそ本当の教育改革が生まれるはずです。

